
アクション・プランを実現するための提案（ハローワーク）

山 口 県

１ 山口県の取組 (別紙「山口県若者就職支援センター（ジョブ・カフェ）の概要」参照)

本県では、ジョブ・カフェ（山口県若者就職支援センター）において、国のヤング

・ハローワークと連携し、既に、一体的運営により、相談から情報提供・能力開発・

職業紹介までのサービスをワンストップで提供している。

《本県ジョブ・カフェ（若者就職支援センター）》

◇ 若者の県内定住及び将来を担う産業人材の確保を図るため、国事業を

活用し、平成１６年４月に開設。

◇ 民間企業のノウハウを活用し、効率的で質の高い行政サービスの提供

を目的として、平成２２年４月から指定管理者制度を導入し、日曜開館

の実施など、サービスを向上

【Ｈ２２年度実績】

□ 延べ利用者数 ３２，９９２人（うち来所者数１２，８１１人）

□ 新規登録者数 ４，５０８人

□ 就職決定者数 ２，８９０人

２ 提案の概要

(1) 段階的権限の委譲

これまでの、一体的運営に係る取組実績を踏まえ、特区方式による、①県へのヤ

ング・ハローワークの移管、②本所（ハローワーク）の一ヶ所移管を段階的に行い、

③平成２６年度を目途に県下すべてのハローワークの移管に繋げる。

(2) 生活支援を含めた総合的ワンストップ体制の検討

段階的権限委譲を進める中で、住居・生活・福祉等、市町及び関係機関との連携

機能を付加するため、検討委員会を設置し、課題の抽出や実施体制等についての検

討を行う。

３ 期待される効果

◇ 求職者に対して、住居・生活・福祉等を含めた総合的支援を、ワンストップにより

効率的に実施することが可能となる。

◇ 職業訓練などの人材育成、企業の人材確保支援、新産業育成などの政策と一体化し

た雇用政策が展開できる。



段階的権限委譲のイメージ

≪Step１≫【ヤング・ハローワーク（山口ハロー所管）の移管】 Ｈ２３

◇ 若年者に対する職業紹介、求人情報の管理・提供

◆ 若者就職支援センター管理・運営体制の一元化

検討委員会の設置 ⇒ 課題抽出・実施体制の検討

生活支援を含めた総合的ワンストップ体制検討

≪Step２≫【山口ハローワーク（本所本体）の移管】

◇ 職業紹介、雇用保険、職業訓練受講指示、国助成金に関す

る事務等、労働施策全般の運営

◆ 住居･生活･福祉等、市町及び関係機関との連携機能を付加

≪Step３≫【県下全てのハローワークの移管】

９ハローワーク、１支所（職員数：２８８人） Ｈ２６

（山口労働局１０４人を含む）

◎ 住居・生活・福祉等を含めた総合的支援の実施

◎ 産業・雇用政策の一体的な推進
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